　　　  令和　　年 　 月 　 日　
浜松市長　あて
住所又は
登録事業者　主たる事務所の所在地　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　 氏名、名称又は商号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

誓　　約　　書

　登録を更新するサービス付き高齢者向け住宅事業について、前回登録時からの変更事項の有無は、以下に申告する状況のとおりであることを誓約します。また、変更のある書類について別添のとおり提出いたします。

	No
	市長が必要と認める書類(変更のある書類を提出)
	状況

	7-3
	浜松市における運用基準に適合することを証する以下の図面（２の図面と兼用可）

・各住戸の専用部分の面積を示す求積図及び求積表

・共用部分の面積を示す求積図及び求積表

　※平面図上で面積算入した共用部分を色塗り等して図示する

こと

　※各住戸の専用部分が全て２５㎡以上で、設備が揃っている

　　場合は共用部分の求積は不要

・設備基準への適合を示す図面

・状況把握サービス及び生活相談サービスを行う者が、

　常駐する箇所が分かるよう色塗り等で図示すること
	前回の登録より変更あり□

変更なし□

	7-4
	登録申請者又は登録事業者（法人の場合、役員）の住所・氏名（ふりがな）・生年月日・性別を記載した名簿
	前回の登録より変更あり□

変更なし□


　

（参考）状況に関わらず提出が必要な書類

	7-1
	入居契約の登録基準適合性に関するチェックリスト（別紙４）
※国のHPにあります。
	必須

	7-2
	法第七条第一項第五号及び規則第１１条第１項の基準※に適合していることが分かる書類

※原則として３６５日、日中に資格者が専任で概ね９時から17時に常駐し生活相談サービス・安否確認サービスを提供する体制を整えていることが分かるもの。

（例：状況把握サービス及び生活相談サービスに専任で従事する者の一覧が分かる直近１ヶ月のサービス付き高齢者向け住宅単体の勤務表

なお、上記には

・勤務表に日中常駐を担当する者の資格種別を明記

または

・状況把握サービス及び生活相談サービスを行う法人が規則第１１条第１号イに掲げる法人であることが登録申請書等で確認できることが必要です。）　　

※登録申請書別紙の「状況把握及び生活相談サービスの内容」のサービスを提供する者の人数等の記載と整合性をとってください。

※未定の場合、決まり次第ご提出ください。

※規則第１１条第１号ロに係る資格者証の写しについては、立入検査時に確認しますので、整理をお願いします。
	必須



（参考）国土交通省・厚生労働省関係高齢者の居住の安定確保に関する法律施行規則


(状況把握サービス及び生活相談サービスの基準)


第十一条第一項　次のイ及びロに掲げる者のいずれかが、原則として、夜間を除き、サービス付き高齢者向け住宅の敷地又は当該敷地に隣接し、若しくは近接する土地に存する建物に常駐し、状況把握サービス及び生活相談サービスを提供すること。


イ　医療法人、社会福祉法人、介護保険法第四十一条第一項に規定する指定居宅サービス事業者、同法第四十二条の二第一項に規定する指定地域密着型サービス事業者、同法第四十六条第一項に規定する指定居宅介護支援事業者、同法第五十三条第一項に規定する指定介護予防サービス事業者、同法第五十四条の二第一項に規定する指定地域密着型介護予防サービス事業者若しくは同法第五十八条第一項に規定する指定介護予防支援事業者が、登録を受けようとする者である場合又は登録を受けようとする者から委託を受けて状況把握サービス若しくは生活相談サービスを提供する場合(医療法人にあっては、医療法(昭和二十三年法律第二百五号)第四十二条の二第一項に規定する社会医療法人が提供する場合に限る。)にあっては、当該サービスに従事する者


ロ　イに規定する場合以外の場合にあっては、医師、看護師、准看護師、介護福祉士、社会福祉士、介護保険法第七条第五項に規定する介護支援専門員又は介護保険法施行規則(平成十一年厚生省令第三十六号)第二十二条の二十三第一項の介護職員初任者研修課程を修了した介護保険法施行令(平成十年政令第四百十二号)第三条第一項第一号の養成研修修了者(介護保険法施行規則の一部を改正する省令(平成二十四年厚生労働省令第二十五号)附則第二条の規定により介護職員初任者研修課程を修了した者とみなされる者を含む。)
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